只見町集落元気づくり事業交付金交付要綱
（趣旨）

第１条　町は、過疎化、高齢化及び少子化の進行並びに住民の価値観の多様化により住民同士の結び付きが希薄になっていることにかんがみ、集落において継続的に行われている活動その他集落に活力をもたらす事業を支援することにより集落に元気を与え、もって集落機能を維持するため、只見町補助金等の交付等に関する規則（平成12年只見町規則第４号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で交付金を交付する。

（交付の対象及び交付額）

第２条　交付金は、集落又は集落内の団体であって町長が適当と認めるもの（以下「事業者」という。）が次に掲げる事業（以下「交付金対象事業」という。）を行う場合に、当該事業者に対して交付するものとする。

(１)　地域行事又は伝統行事に関する事業

(２)　都市住民との交流に関する事業

(３)　高齢者の健康づくり、生きがい対策、見守り活動等に関する事業

(４)　前３号に掲げるもののほか、町長が適当と認める事業

２　交付金の額は、事業年度において１団体50,000円を上限に、交付金対象事業に要する経費であって次に掲げる経費（その額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）の10分の10以内で町長が定める額とする。

(１)　賃金

(２)　報償費

(３)　旅費

(４)　需用費（食糧費を除く。）

(５)　使用料

(６)　賃借料

(７)　通信運搬費

(８)　原材料費

(９)　備品購入費

（交付の申請）

第３条　規則第４条第１項の申請書は、只見町集落元気づくり事業交付金交付申請書（様式第１号）によるものとし、その提出期限は、町長が別に定める日とする。

２　規則第４条第２項第２号のその他別に定める書類は、次のとおりとする。

(１)　事業実施計画書

(２)　その他町長が必要と認める書類

（交付の決定）

第４条　規則第５条第１項の決定は、只見町集落元気づくり事業交付金審査会（以下「審査会」という。）の審査及び調査に基づき決定する。

２　審査会の設置に関し必要な事項は、別に定める。

（変更の承認の申請）

第５条　規則第６条第１項第１号及び第２号の規定により町長の承認を受けようとする場合は、只見町集落元気づくり事業交付金に係る事業内容変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を町長に提出しなければならない。

（申請を取下げることができる期日）

第６条　規則第８条の別に定める期日は、事業者が交付金の交付決定の通知を受理した日から起算して15日を経過した日とする。

（実績報告）

第７条　規則第13条の実績報告は、只見町集落元気づくり事業交付金実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業廃止について町長の承認を受けた場合にあっては、承認を受けた日）から起算して30日を経過した日、又は交付決定があった日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに行わなければならない。

(１)　事業実績書

(２)　機械、器具及び備品等の整備に係るものにあっては、写真

(３)　領収書又は支払いを証する書類（写）

(４)　その他町長が必要と認める書類

（交付の請求）

第８条　事業者は、規則第14条の通知を受けたときは、速やかに、只見町集落元気づくり事業交付金交付請求書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。

（会計帳簿の整備等）

第９条　交付金の交付を受けた事業者は、交付金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならない。

（委任）

第10条　この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附　則

１　この訓令は、平成23年４月１日から施行する。

２　この訓令は、平成26年３月31日限り、その効力を失う。

